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１ 監査の対象  

  保健福祉部に係る財務に関する事務の執行状態並びに事業の管理状態について

監査を実施。 

 

 

２ 監査基準日・監査の範囲  

  平成２１年９月３０日現在の財務及び事務に関すること 

 

 

３ 監査の実施日 

保健福祉部 福祉総務課  平成２１年１０月２０日 午後１時３０分から 

〃   児童課    平成２１年１０月２０日 午後３時３０分から 

〃   保育課    平成２１年１０月２０日 午後４時３０分から 

〃   健康づくり課 平成２１年１０月２１日 午前９時から 

〃   生活援護課  平成２１年１０月２１日 午前１１時から 

〃   介護保険課  平成２１年１０月２１日 午後１時３０分から 

〃   高齢福祉課  平成２１年１０月２１日 午後３時３０分から 

 

 
４ 監査の方法 

監査の対象となった一般会計・介護保険特別会計・介護サービス特別会計の下記

項目について、保健福祉部から提出された資料に基づき説明聴取を行うとともに、

関係帳簿、証憑書類の突合及び計算突合等により関係諸記録を相互に付き合わせ、

その記録又は計算の正否を確かめた。 

 １「平成２０年度定期監査指摘要望事項措置状況報告書」 

２「職員の事務分掌表」 

３「主要事務事業の概要」 

４－①「懸案事項及び業務に関する問題点」 

４－②「指定事項調書」 

 【福祉総務課】 

① 社会福祉協議会への委託事業の検査状況 

② 相談支援事業の状況 

③ 自立支援協議会の活動状況 

④ 災害時要援護者支援対策について 

【児童課】 

① 次世代育成支援行動計画の策定状況 

② 未納学童保育料の徴収状況及び滞納 

【保育課】 

① 指定管理者制度の運営状況（場所・使用状況）と今後の予定 

② 「延長保育」、「一時保育」の状況と問題点 

③ 未納保育料の徴収状況及び滞納対策の実施状況 

【健康づくり課】 

① シルバー体操指導員の養成及び活動状況 

② 災害拠点病院の要件と対象となる病院の現状 
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【生活援護課】 

① 受給者状況について 

② 受給者等就労促進事業の状況について 

【介護保険課】 

① 滞納者の分納契約などの滞納対策の実施状況について 

② 介護給付適正化への取り組み状況 

【高齢福祉課】 

① 高齢者と要援護者の状況（実態把握の状況数字で説明） 

② 認知症高齢者対策事業の状況 

③ 特定高齢者把握事業の状況（診断ごと受診数・受診率） 

５－①「委託契約（一般委託）（予定）調書」 

５－②「委託契約（工事関連委託）（予定）調書」 

６「負担金補助及び交付金支出（予定）状況調書」 

７「工事請負実施（予定）調書」 

８「公有財産購入に関する調書」 

９「歳入状況調書」 

10「歳出状況調書」 

11「滞納状況調書」 

13「賃貸借に関する調書」 

16「郵便切手受払状況」 

 

 

５ 監査の着眼点 

  監査にあたり次の点に着眼し監査を行った。 

・ 事務事業が法、条例規則等に則り適正に行われているか。 

・ 住民サービス向上の観点から、現行の事務事業が適正なものか否か。 

・ 歳入歳出予算の執行が適切に行われているか。 

・ 契約事務の手続は適切か。 
 

 

６ 監査の結果 

 （１）予算・財務に関する事務 

    平成２１年９月３０日現在における保健福祉部から提出された一般会

計・介護保険特別会計・介護サービス特別会計歳入歳出状況調書の金額は、監

査の結果関係帳簿等の記載金額と一致し適正に執行されていた。郵便切手につ

いては、福祉総務課・生活援護課・介護保険課が所有しているが、保管枚数と

受払簿に間違いはなく、適正に管理されていたが切手収受払簿の確認印が無い

ところがあったので、確認印は必ず押しておくこと。つり銭については、介護

保険課において所有しているが、つりせん金額は間違いなく適正に管理されて

いた。支出伝票関係については、検収日、領収書の宛名が一部間違っていたの

で、日付、宛名等については注意をすること。 
 

 （２）事務・事業の執行状況 

    保健福祉部に係る主な事務事業の執行については、良好であると認められる。 

    なお、監査において気がついた点を後述するので、今後適切な措置を講じら

れたい。 
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７ 指摘・要望事項 

 

① 笛吹市芦川ふれあいプラザ「やすらぎの家」については、

市のホームページ等いろんな媒体を利用して、幅広く多くの

方が利用できるように周知をして、利用者の増加に努力をす

ること。 福祉総務課 

事

務

事

業 
② 社会福祉協議会の委託事業が多いので、「少ない予算で大

 きな成果」があげられるように、社会福祉協議会とも委託内

 容について精査・検討を行うこと。 
① 学童保育料の未納が増加しているので、公平性の面からも

滞納縮減に向けて、具体的な計画を立てて、厳正な対応をす

ること。 児童課 
 

事

務

事

業 ② 工事契約・委託契約・土地賃貸借契約関係資料の保存につ

いては、１件ごとにまとめてファイルに保管しておくこと。

① 保育料の未納が毎年増加しているので、公平性の面から 
 も、滞納縮減に向けて具体的な計画を立てて、厳正な対応を

 すること。 
② 賃貸借をしている土地については、地目・地籍・課税状況

 等を調査し、関係課と協議をし適正な金額で契約をすると。
保育課 

事

務

事

業 
③ 領収書の宛名が市長名になっているものが見受けられる 
 ので、会計管理者にすること。 
① 心の健康相談事業は、市民にとって良い事業であるので、

 医師等とも協議の上、ＰＲ活動を積極的に行い、有効に活用

 すること。 
健康づくり課

事

務

事

業 
② 不妊治療費支援事業補助金については、少子化の進む中で

 本当に不妊で悩んでいる方にとっては切実な問題であるの 
 で、個人負担の軽減や事業拡大等について検討を行うこと。

生活援護課 

事

務

事

業 

① 返還金の回収については、公平性の面からも、具体的な計

 画を立てて、厳正な対応をすること。 

①  介護保険料の滞納額が依然として増加している。公平性

の面からも、滞納者には給付制限などの周知に努めるとと

もに滞納縮減について具体的な計画を立てて、なお一層の

努力をした、介護保険財政の健全化を図られたい。 介護保険課 

事

務

事

業 
 

② 介護保険事業計画については、高齢者の介護認定状況の把

 握、施設の整備状況等を考慮しながら、高齢福祉課等とも十

 分協議をして、高齢者のための介護行政の充実を図ること。

① 高齢者の虐待については、状況把握をしっかりして、高齢

 者がいつまでも元気で暮らせるように、包括支援センターと

 も十分連携を図ること。 

高齢福祉課 

事

務

事

業 

② 高齢者事業計画については、高齢者の状況把握、施設の整

 備状況を考慮しながら、介護保険課等とも十分協議をして、

 高齢者がいつまでも健康で自立した生活ができるように、高

 齢者福祉の充実を図ること。 
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８ 前年度定期監査指摘要望事項に対する対応措置について 

  平成 20 年度定期監査において指摘された事項については、以下のとおりその対

応措置が示された。 

 
【福祉総務課】 
《指摘要望事項①》 

  笛吹市芦川ふれあいプラザ「やすらぎの家」については、利用者がいない状況であるが、今

後の利用計画について関係部署と協議の上、早急に方針を決定すること。 

《対応措置の内容》 

  当施設の利用につきましては経営政策部経営企画課にて利用計画を起案しているところです

が、本年度におきましては「山梨県ふるさと雇用再生特別基金事業」を活用し、「芦川地区地域

交流促進事業」を実施しています。この計画は、芦川支所地域住民課において、施設を活用し

ながら、芦川地域の自然豊かな環境を生かし、「農業体験」「炭焼き体験」「味噌づくり」等の都

市住民と地域住民の交流の場として青少年の健全な育成を推進する事業です。 

  芦川ふれあいの家利用状況 

  5 月～9 月 91 人 内訳 団体 5 件（子供クラブ・東京ボーイズ・少年野球・キャンプ等）、

グループ 2件（昆虫採集等）、家族 3件（観光等）、個人 4件（仕事、観光等） 

《共通事項①》 

  支出負担行為兼支出伝票の扶助費等の決裁区分については、各課で取扱が異なっている状況

にあるので、財政課の指示に従い処理を行うこと。 

《対応措置の内容》 

  支出負担行為兼支出伝票の扶助費等の決裁区分については「笛吹市事務決裁規程」別表第１ 

3 財務に関する事項（2）支出負担行為に関する事項に基づいて、専決事項により、専決権者の

決裁を受けています。 

《共通事項②》 

  伝票に決裁日が記入されてないものが多いので、必ず記入すること。 

《対応措置の内容》 

  決裁が終わった時点で書くよう努め改善しています。 

 

【児童課】 

《指摘要望事項①》 

  はなぶさ児童館の建物登記や地上権設定登記について、早急に対応すること。 

《対応措置の内容》 

  市の顧問弁護士に相談し、児童館建物の表示・所有権の保存登記が必要であるとの指導があ

り、業者に委託し、建物の表示登記は平成 20 年 12 月 24 日に、所有権の保存登記は平成 21 年

1 月 7日に完了しました。 

《共通事項①》 

  支出負担行為兼支出伝票の扶助費等の決裁区分については、各課で取扱が異なっている状況

にあるので、財政課の指示に従い処理を行うこと。 

《対応措置の内容》 

  財政課の指示に従い、適切に処理を行っています。 

《共通事項②》 

  伝票の決済日が記入されていないものが多いので、必ず記入すること。 

《対応措置の内容》 

  記入漏れがないよう再チェックを行っています。 

 

【保育課】 

《共通事項①》 

  伝票の決済日が記入されていないものが多いので、必ず記入すること。 

《対応措置の内容》 
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  記入漏れがないよう再チェックを行っています。 

 

【健康づくり課】 

《指摘要望事項①》 

  温泉活用健康づくり事業については、笛吹市の特色を生かした事業であるので、その成果に

ついて詳細に分析し結果の公表や事業の拡充を図られたい。 

《対応措置の内容》 

  本事業は本市の特色ある健康づくり事業として 4年を迎えた。平成 18 年度に策定した「健康

増進計画」や「頑張る地方応援プログラム」における「健康と生きがいづくりプロジェクト」

の構成事業として位置づけられた本事業も、昨年度は参加者の年代や性別等の似通った価値観

や健康観、健康問題等目的を絞ったプログラムを提供し、利用施設と実施期間を増やし事業実

施（講座数 9コース、公募集数 180 名のところ 171 名参加）した。事業成果の結果については、

山梨大学医学部の山縣教授に解析データを依頼し、その検証結果については、20 年度マニュフ

ェスト検証においても公表されている。また、日本公衆衛生学会総会（福岡市）において、本

市の温泉活用健康づくり事業の成果発表を行い、更には市民の意識啓発の“場”として「健康

づくりの集い」を開催し、温泉の持つ成果について山縣教授より講演があり好評を得たところ

である。本年度は、昨年度に特に好評であった「産後ママ骨盤エクササイズ」講座を 2 クール

とし、クアロビクス講座（2 クール）、健康増進講座（2 クール）の講座数 6 講座として事業実

施する。また、昨年度と同様に山梨大学医学部山縣教授に解析を依頼します。 

《共通事項①》 

  支出負担行為兼支出伝票の扶助費等の決裁区分については、各課で取扱が異なっている状況

にあるので、財政課の指示に従い処理を行うこと。 

《対応措置の内容》 

  「笛吹市事務決裁規程」により処理を行っています。 

《共通事項②》 

  伝票に決裁日が記入されてないものが多いので、必ず記入すること。 

《対応措置の内容》 

  記入漏れがないよう確認を徹底しています。 

 

【生活援護課】 

《指摘要望事項①》 

  不正受給防止のため今後も資産調査や訪問調査により実態把握を行い厳格な指導に努められ

たい。 

《対応措置の内容》 

  不正受給防止対策は、保護申請書関係書類への記載事項の内容確認とともに、資産調査事項

として、①預貯金調査及び生命保険調査、②国民年金等受給確認、③軽自動車・普通自動車の

所有調査、④土地・建物登記簿謄本等の入手を行い、加えて暴力団関係調査を行うなど不正受

給の阻止に向けた対応を厳格に行った。今後も、不正受給を防止するため、受給者への計画的

な訪問調査による生活実態の把握とともに、状況に応じた指導・指示の徹底を実施して行きま

す。 

《共通事項①》 

  支出負担行為兼支出伝票の扶助費等の決裁区分については、各課で取扱が異なっている状況

にあるので、財政課の指示に従い処理を行うこと。 

《対応措置の内容》 

  新たな笛吹市財務決裁区分改正、運用が平成 21 年 4 月から適用されており、生活援護課にお

いても 50 万円を越え 200 万円までの扶助費は副市長、200 万円を越える額は市長決裁での対応

を実施しています。 

 

【介護保険課】 

《指摘要望事項①》 

  介護保険料の滞納額が依然として増加している。滞納における給付制限などの周知に努める

とともに滞納縮減について一層の取り組みを図られたい。 
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《対応措置の内容》 

  広報、パンフレットを活用し、介護保険制度全般の啓発とともに、保険料の算定方法、給付

制限等の内容を周知することにより、より多くの被保険者に保険料納付の重要性を理解しても

らい、納付を促して行きます。 

  訪問、電話による催告、徴収については引き続き行い、一度に納めることが困難な方につい

ては、分納誓約をしてもらうなどして、時効にならないようにしています。 

  12 月、2月において催告書の発送をしています。 

  催告書には、給付制限の説明と納付勧奨の文章を同封する。 

  徴収強化月間（10 月～12 月）を設け、2人体制・2組による臨戸徴収を実施する。 

  毎年、居所不明者に対する実態調査を戸籍住民課と連携を取りながら行っていく。 

《共通事項①》 

  支出負担行為兼支出伝票の扶助費等の決裁区分については、各課で取扱が異なっている状況

にあるので、財政課の指示に従い処理を行うこと。 

《対応措置の内容》 

  扶助費等の決裁区分については、平成 21 年 4 月 1日付けで「笛吹市事務決裁規程」が一部改

正され、取扱が統一されたので、平成 21 年度はその区分に従い処理を行っています。 

《共通事項②》 

  伝票の決済日が記入されていないものが多いので、必ず記入すること。 

《対応措置の内容》 

  伝票の決裁日については、課長決裁は記入するようにしている。引き続き記入漏れがないよ

うに細心の注意を払い伝票処理を行っていきます。 

 

【高齢福祉課】 

《指摘要望事項①》 

  認知症高齢者見守り事業については、機器の問題等もあり、利用者が少ない状況であるが、

ＰＲ等により利用者を増やす取り組みをしていただきたい。 

《対応措置の内容》 

 市広報誌への掲載を行い、制度利用の周知を行っていく。 

  介護保険事業者連絡会（市内の介護保険事業者の連絡組織）への制度利用の周知と設置が必

要な人への連絡調整も行っています。 

 地域包括支援センター職員による相談対応や訪問により、必要性の高い高齢者世帯への設置

を行っています。 

《共通事項①》 

  支出負担行為兼支出伝票の扶助費等の決裁区分については、各課で取扱が異なっている状況

にあるので、財政課の指示に従い処理を行うこと。 

《対応措置の内容》 

  財政課からの指示により対応実施しています。 

《共通事項②》 

  伝票の決済日が記入されていないものが多いので、必ず記入すること。 

《対応措置の内容》 

  指摘以降の伝票については、すべて対応実施しています。 

 

９ 指定事項の回答について 

  本監査において、監査委員が指定した事項（指定事項調書）については、その現

状及び今後の方針が以下のとおり回答された。 
 

【福祉総務課】 

《指定事項①》 

社会福祉協議会への委託事業の検査状況 

《現状及び今後の方針》 

社会福祉法人笛吹市社会福祉協議会に各種事業を委託し、実績は、年度末に事業ごと書面に
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て報告されています。 

委託内容については、予算編成時期から市と社協間で打合せと聞き取りを重ね翌年度事業を

検討・見直しを行なっている。中間での実施状況を把握するため検査を 10 月に実施予定です。 

《指定事項②》 

相談支援事業の状況 

《現状及び今後の方針》 

社会福祉法人笛吹市社会福祉協議会と社会福祉法人美咲園に相談支援事業を委託し、月ごと

定期的に予算編成時期から市と社協・美咲園との間で事業ごとの課題を提示し、その対応、改

善策等を聞き取り、翌年度事業に向け、検討・見直しを行っている。前期の実施状況を把握す

るため、ヒアリングを 10 月に実施予定である。前期の相談件数は、社会福祉協議会（1,973 件）、

美咲園（923 件）です。 

《指定事項③》 

自立支援協議会の活動状況 

《現状及び今後の方針》 

平成 19 年 7 月 2日に笛吹市地域自立支援協議会を設置し、障害者の生活を支えるため、相談

支援事業をはじめとするシステム作りに関し、中核的な役割を果たし、障害福祉サービスの提

供体制の確保、関係機関によるネット部会・事業者部会・地域部会・医療事業者部会・権利擁

護部会・教育支援部会・事務担当者部会において困難事例への対応、様々な課題の提供共有、

課題解決に向け協議、調整し、障害者の社会生活の利便と生活圏の拡大を図っている。前期の

協議会等開催件数は、本会 1 回、圏域ネット部会 3 回、地域部会 1 回、事務担当者部会 4 回開

催しています。 

《指定事項④》 

災害時要援護者支援対策について 

《現状及び今後の方針》 

防災強化対策として、「災害時福祉避難所備品整備事業」を実施し 5月に市内の福祉避難所 8

箇所に災害時の生活用品の整備を行った。また、災害時要援護者の避難訓練を 9月 13 日に開催

し、この整備した 24 品種を活用した市と市社協が連携する「福祉避難所設営・要援護者収容訓

練」を八代福祉センターで行った。障害者等家族付き添い 50 人・職員スタッフ 70 人の規模で

要援護者に対して防災意識の強化・向上が図られました。 

 

【児童課】 

《指定事項①》 

児童館の運営状況（場所・使用状況）と今後の予定 

《現状及び今後の方針》 

①児童館の運営状況（児童課別添資料①参照） 

②今後の予定 

 はなぶさふれあい児童館、御坂児童センターの 2 箇所の児童館については、学童保育室を

含めて、平成 22 年度よりの指定管理導入に向けて事務を進めており、8 月に広く募集を行い、

はなぶさふれあい児童館に 3 団体、御坂児童センターに 2 団体の申込があった。今後は書類審

査、ヒアリング等を実施しながら、11 月に指定管理団体を内定予定。 

《指定事項②》 

次世代育成支援行動計画の策定状況 

《現状及び今後の方針》 

（平成 20 年度） 

平成 21 年度に後期計画を策定するにあたり、子育て中の保護者を対象に、子育て支援に関す

る生活実態やご要望・ご意見などを把握するため、「笛吹市次世代育成支援に関するニーズ調査」

を実施しました。 

対象者（無作為抽出） 就学前児童の保護者 2,300 世帯 回収 1,222 世帯 回収率 53.1% 

           小学生児童の保護者 2,300 世帯 回収 1,735 世帯 回収率 78.9% 

調査期間 平成 21 年 2 月 10 日～3月 6日 

（平成 21 年度） 

5 月 20 日 第１回策定委員会を開催、策定委員委嘱、計画策定の趣旨説明並びに前期計画の 



 

- 8 - 

    進捗状況等の説明を行った。 

8月    関係各課へ前期行動計画に係るヒアリング調査票の配布を行い担当者の立場から 

    見た施設事業ごとの評価と現状の課題、今後の方向性についての意見をいただいた。 

     詳細については聞き取り調査を行った。特定 14 項目の目標事業量を国へ報告。 

9 月    後期計画策定にかかる団体調査票（就学前児童保護者・子育てサークル・保育所 

～   職員・幼稚園職員）を関係機関に配布し、現在の活動状況や活動上の課題、ご意見・ 

10 月  ご要望などを把握。グループインタビュー（子育てサークル等） 

10 月 29 日 第 2回策定委員会開催予定、計画素案について説明。 

《指定事項③》 

未納学童保育料の徴収状況及び滞納対策の実施状況 

《現状及び今後の方針》 

①未納学童保育料の徴収状況（別添児童課資料②参照） 

②滞納対策の実施状況 

 ・口座振替不能者への納付書の発送（毎月） 

 ・滞納者宅への臨戸訪問（5月） 

 ・滞納者への催告書の発送（10 月予定） 

 ・滞納者の学童保育室の利用の取消（催告書発送により） 

 

【保育課】 

《指定事項①》 

指定管理者制度の運営状況（場所、使用状況）と今後の予定 

《現状及び今後の方針》 

公立保育所（14 箇所）の内、指定管理者制度を導入している施設と利用状況は次のとお

りです。 

施設名称 石和第三保育所 

所在地   笛吹市石和町中川 330 

利用状況 0 歳児 7人、1歳児 12 人、2歳児 15 人、3歳児 27 人、4歳児 22 人、5歳児 28 人 

     計 111 人の利用となっている。 

平成 22 年度指定管理者制度の導入に向けて取り組んでいる施設は次のとおりです。 

施設名称 かすがい東保育所 

所在地   笛吹市春日居町加茂 319 

利用状況 0 歳児 5人、1歳児 6人、2歳児 17 人、3歳児 13 人、4歳児 28 人、5歳児 36 人 

     計 105 人の利用となっている。 

導入状況 8 月に公募済、現在選考委員会にて審査中、12 月議会にて最終決定予定。 

平成 23 年度以降に向けての取り組み 

     八代御所保育所については、現在保護者会へ導入についての説明を行っています。 

《指定事項②》 

「延長保育」、「一時保育」の状況と問題点 

《現状及び今後の方針》 

○利用状況  

現在延長保育（開所時間 11 時間を越えて延長を行っている所）を公立 9園、私立 5園で実施

しております。また、一時保育を公立 5園、私立 1園で実施している。 

利用人数は保育所によって違いますが別添資料のとおりです（別添保育課資料①参照） 

利用者は年々増加の傾向にあります。 

《指定事項③》 

未納保育料の徴収状況及び滞納対策の実施状況 

《現状及び今後の方針》 

保育料の徴収については、未納額が年々増加しており、負担の公平の観点から未納額の減少

に務めているところであります。 

現年分の徴収状況については、8 月分までの徴収率が 97.2％と昨年を上回る状況にある。督

促状の発送を保育園を通じて行うなど保育園の協力を得ながら徴収率のアップに努めていきた

いと考えている。過年度分については、卒園者もあり徴収も厳しい状況にあるが、継続入所受
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付時に強く催促を行っていく考えであります。 

【現年分】 

  調定額  189,140,500 円 

  収入済額 183,822,000 円 

  徴収率  97.2％ 

【過年分】 

  調定額  59,590,210 円 

    収入済額 1,740,000 円 

  徴収率  2.9％ 

 

【健康づくり課】 

《指定事項①》 

シルバー体操指導員の養成及び活動状況 

《現状及び今後の方針》 

  シルバー体操指導員養成講座は、平成 18 年度に開講し今年度で 4年目を迎える。指導員数は

20 年度現在で 68 名(体操サークル名:笛吹ストレッチクラブ･笛吹スマイルクラブ･笛吹いきい

きクラブ)で、自らの健康増進と高齢体操の地域普及に応え活躍中である。本年度も介護予防事

業(やってみるじゃん)、公民館活動、各種団体の派遣依頼等延べ活動回数は 58 回である。本年

度新たに 27 名の講座受講者を迎え「初級養成講座」開講(10/2 予定)し、中級・上級養成講座

と共に事業実施します。 

《指定事項②》 

災害拠点病院の要件と対象になる病院の現状 

《現状及び今後の方針》 

 ○地域災害拠点病院の指定要件は、施設面と設備面からなっています。 

(平成 8年厚生省通知抜粋) 

【施設面】 以下の施設を有するもの 

①病棟(病室･集中治療室等)、救急診療に必要な診療棟(診察室、検査室、エックス線室、手

術室、人口透析室等)、災害時における患者の多数発生時に対応可能な居室等及び簡易ベッド

等の備蓄倉庫。 

②救急診療に必要な診療棟は耐震構造。 

③原則として病院敷地内にヘリコプターの離発着場を有すること。やむなく病院敷地内に離

発着場が困難な場合は、病院隣接地に使用可能な離発着場を確保すること。 

 【設備面】 以下の設備を有するもの 

  ①広域災害･救急医療情報システムの端末。 

  ②多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行う

ために必要な診療設備。 

  ③患者の多数発生時用の簡易ベッド 

  ④被災地における自己完結型の医療救護に対応できる携行式の応急用医療資器材、応急用医

薬品、テント、発電機等。 

  となっている。 

 ○対象となる病院の現状 

  地域災害拠点病院として平成 8年に県内 8施設が指定され、峡東地域は笛吹中央病院(指定時

石和峡東病院)と山梨厚生病院が指定を受けている。平成 18 年 6 月に現在地に移転し施設整

備面が充実された。なお、市は緊急災害時における救急患者の受け入れ確保として、地域災

害支援病院の指定を受けている各病院(石和共立病院･一宮温泉病院･石和温泉病院･甲州リハ

ビリテーション病院)と共に、救急患者の受け入れ体制の確保を行い、また、その状況に応じ

基幹病院･基幹災害拠点病院等の医療機関に迅速に搬送できるよう等の搬送体制の確立を図

っています。 

   

【生活援護課】 

《指定事項①》 

受給者状況について 
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《現状及び今後の方針》 

  生活保護受給者は、470 人で前年同年と比べ 60 人、14％増となっている。 

  人口千人当たりの受給者(保護率)は、19 年度末 5.6 人、20 年度末 5.9 人で推移していたが、

昨年秋の「リーマンショック」などで世界的な経済危機が表面化した以降増え続け現在は 6.7

人となっています。 

  受給者の増加は、元々の増加傾向に加え、現在の社会情勢による不景気を背景にした受給が

要因となっています。 

・保護世帯数は、384 世帯で前年同月比 12％の増 

・合併時から 101 世帯 120 人増え世帯数で 35％、人員数では 34％の増。(合併時 283 世帯、

350 人) 

・本年度保護申請者のうち市内出身者 24％、市外県内出身者 27％、県外者 49％。 

・地域別受給者数 

 ①石和町  261 世帯 317 人  保護率 12.0％ 

 ②春日居町  49 世帯 60 人   保護率 8.3% 

  ③御坂町    29 世帯 37 人    保護率 3.2% 

  ④一宮町   25 世帯 31 人  保護率 3.8% 

  ⑤八代町     15 世帯 19 人  保護率 2.2% 

  ⑥境川町      5 世帯  6 人  保護率 1.3% 

 ⑦芦川町   0 

《指定事項②》 

受給者等就労促進事業の状況 

《現状及び今後の方針》 

  保護受給者のうちおおよそ 65 歳未満で就労可能な人、及び生活困窮者で就労意欲の高い人 

からの相談を受け、就労指導･支援を実施しています。 

平成 17 年 10 月に事業開始後、20 年度末までに 136 人を支援。うち 56 人が就労している。 

しかし、事業開始後 4年が経過し、受給者への支援もほぼ一巡したこともあり、求人が少な 

く就労へのハードルが高くなっており、就労支援の環境が厳しい状況となっています。 

  このことから、窓口での支援、及び担当者による定期的な家庭訪問により、生活状況等の把

握を行い、就労支援員との情報共有とともに、状況に応じた求職活動の充実に加え、支援員の

市内企業への訪問活動による求人情報の取得を実施していきます。 

 

【介護保険課】 

《指定事項①》 

滞納者の分納契約などの滞納対策の実施状況について 

《現状及び今後の方針》 

  平成 16 年度 

滞納繰越額 19,116,082 円 徴収額 1,435,761 円  7.51％ 不納欠損額 6,407,111 円 

平成 17 年度 

滞納繰越額 23,777,855 円 徴収額 3,694,724 円 15.55％ 不納欠損額 9,500,866 円 

平成 18 年度 

滞納繰越額 22,272,987 円 徴収額 3,695,801 円 16.62％ 不納欠損額 8,064,641 円 

平成 19 年度 

滞納繰越額 25,976,255 円 徴収額 4,402,776 円 16.96％ 不納欠損額 7,601,179 円 

平成 20 年度 

滞納繰越額 29,416,960 円 徴収額 3,088,420 円 10.54％ 不納欠損額 10,851,418 円 

平成 21 年度 

滞納繰越額 33,207,642 円 徴収額 1,429,090 円  (9 月末) 

  平成 21 年 4 月 1日現在、時効中断によって、不納欠損にならなかったものは、72 名・264 件・ 

    1,620,552 円であります。また、分納契約によって時効中断の処置をとっている者が、36 名・ 

    364 件・2,133,590 円であります。 

  各納期後 20 日以内に滞納者に対して督促状を、11 月、2月に催告書の発送を行う。 

  過年度分・現年度分の滞納整理につきましては、訪問・電話での催告を行う。 

  本年度も、10 月から 12 月までを滞納整理強化月間として、2 班体制での訪問徴収にあたり、
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滞納整理に努めます。 

《指定事項②》 

介護給付適正化への取り組み状況 

《現状及び今後の方針》 

  専門調査員（臨時職員）を雇用し、国保連合会から毎月提供される医療突合リスト、重複請

求縦覧一覧情報から不適正な給付請求がないかチェックし、不適正な請求があった場合は返戻

を依頼する。 

  介護認定の訪問調査の際に被保険者、家族などから聞き取りし、作成したチェックシートを

基に、運営規程違反、ケアマネージャーの訪問回数や状況をチェックする。その際、規定違反

等が疑われるものについて、ケアプランを提出してもらい、不適正な給付請求が認められた場

合は返戻を依頼する。さらに、ケアマネージャーの資質向上を目的に指導・助言を実施する。 

  国保連合会から提供される基準日数を超えのショートステイ利用者リストを活用し、リスト

記載者全員の現状をケアマネージャーに確認し、不適切な利用等が認められた場合は改善指

導・助言を実施する。今後は、指導・助言を実施した事例について、半年後に改善状況を確認

し改善が見られない時には、再度指導及び助言を実施し改善を促す。 

  介護サービス利用の実績お知らせを半期ごとに利用者に郵送し、利用サービスについて誤り

などがないか確認してもらうと同時に、介護保険負担が相当額発生していることを承知しても

らうことにより、不必要なサービス利用を抑制する。 

  住宅改修における現地確認を現在も必要に応じて実施しているが、今後さらに、確認件数を

増やしていき、関係者に対する指導、助言等を通しての給付抑制を図る。 

  新規認定、認定更新による新被保険者証送付の祭に給付実績より福祉用具貸与利用者を抽出 

 し同種製品であっても設定価格が異なる場合がある等、制度周知の用紙を同封して給付抑制と

同時に利用者負担の軽減を図る。 

 

【高齢福祉課】 

《指定事項①》 

高齢者と要援護者の状況(実態把握の状況数字で説明) 

《現状及び今後の方針》 

 ○高齢者人口 

  笛吹市の総人口 72,252 人 

  65 歳以上の高齢者人口 16,642 人(高齢化率 23.0％) 

   うち男 7,017 人(42.1%)･女 9,625 人(57.8％) 

   うち 65 歳以上～75 歳未満の高齢者人口 8,219 人 

   うち 75 歳以上の高齢者人口 8,423 人(後期高齢者の人口に対する割合 11.6％) 

                    (高齢者人口に対する 75 歳以上人口の割合 50.6％) 

 ○在宅一人暮らし高齢者の状況 

  65歳以上の高齢者のうち、2,245人(高齢者人口比13.4％)が一人暮らし高齢者、H20年度2,084

人(高齢者人口比 12.9％)に比べ、161 人(高齢者人口比 0.4 ﾎﾟｲﾝﾄ)増加しており、一人暮らし高

齢者の数は年々増加している。男女別では女性の比率が 77.0％で 4人に 3人は女性となってい

る。 

○在宅寝たきり高齢者の状況 

 65 歳以上の高齢者のうち、425 人(高齢者人口比 2.5％)が在宅寝たきり高齢者で、H20 年度の

329 人(高齢者人口比 1.9％)に比べ、96 人(高齢者人口比 0.5 ﾎﾟｲﾝﾄ)増加しており、在宅寝たき

り高齢者の数はしばらく減少傾向にあったが大きく増加した。男女別では女性の比率が 70.1％

と高い。 

○認知症高齢者の状況 

 65歳以上認知症高齢者の数は1,468人(高齢者人口比8.8％)。このうち75歳以上の人が1,334

人で認知症高齢者の 90.8％を占めている。また、952 人(64.8％)が在宅、516 人(35.1％)が施

設入所者となっている。 

○要介護(要支援)認定者数 

 ・認定者総数 2,454 人 

  第 1 号被保険者 2,358 人(高齢者人口比 14.1％) 
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   うち 65 歳以上～75 歳未満  294 人 

   うち 75 歳以上      2,064 人 

  第 2 号被保険者  96 人(40 歳～64 歳) 

 ・介護別認定者数 

  要支援 1  113 人     要介護 1  382 人 

  要支援 2  352 人     要介護 2  465 人 

                要介護 3  464 人 

                要介護 4  388 人 

                要介護 5  290 人 

○高齢者の相談受付状況(平成 20 年度実績) 

 地域包括支援センターへの相談件数  1,131 件 

 地区相談窓口への相談件数  231 件 

 主な相談内容  福祉サービス、健康面、介護保険制度、経済･生活 等 

○高齢者虐待への対応(平成 20 年度実績) 

 虐待(疑い)との通報(実数)28 件→虐待ありと確認した事例 16 件 

《指定事項②》 

認知症高齢者対策事業の状況 

《現状及び今後の方針》 

○認知症高齢者の状況(平成 21 年 4 月 1日現在介護認定者からの状況) 

 65 歳以上認知症高齢者の数は、1,468 人であり、高齢者全体の 8.8％を占める。このうち 75

歳以上の人が 1,334 人と認知症高齢者の 90.8％を占める。また、952 人(64.8％)が在宅、516

人(35.1％)が施設入所者となっています。 

○認知症サポーター養成事業の取り組み 

 認知症を正しく理解し、認知症の人やその家族を見守り、支援する「認知症サポーター」の

養成講座を開催し、認知症になっても安心して暮らせるまちとなるよう認知症サポーターを養

成します。 

 今年度 200 名の認知症サポーターの養成を目指す。 

 一般市民向け スコレー大学「市民講座」2講座 

 関係団体向け 民生児童委員への講座 7地区 

○認知症や高齢者虐待防止を含めた包括支援センターの周知活動を各種団体に対して実施 

 関係団体への周知活動 80 回程度 

○講演会の開催 

 各地区ごとに認知症や高齢者虐待防止への理解を深めてもらうための講演会「幸せな暮らし

を守る地域の力」を開催 

 地区開催 7 回予定 

 介護予防を心がけることの介護予防講演会を開催 

○家族介護教室の開催 

 介護が必要となったとき、いざという時のため、認知症や介護制度の理解を深めてもらう教

室の開催 

 介護制度や福祉サービスについて 

 身体機能の介護予防 

 認知症の理解 

《指定事項③》 

特定高齢者把握事業状況(診断ごと受診率) 

《現状及び今後の方針》 

 ○特定高齢者とは、住民検診等により把握された生活機能の低下が疑われる高齢者のうち、生

活機能評価を行うチェックリストをもとに、運動機能向上項目、栄養改善項目、口腔機能の向

上に関する項目に定められた基準で該当する者が候補者となり、医師による医学的に介護予防

事業が不適当な状態であるか総合的な判断を踏まえ、市で特定高齢者として決定し、必要な介

護予防プログラムを作成して実践する。 

 ○H20 65 歳以上健診(生活機能評価者)実績 

   高齢者人口 16,125 人  生活機能評価実施率(24.8％) 
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   一宮地区  769 人 うち特定候補者  97 人(12.1％) 

   芦川地区   79 人 うち特定候補者  11 人(13.9％) 

   石和地区  959 人  うち特定候補者  94 人(9.8％) 

   春日居地区 606 人  うち特定候補者  70 人(11.5％) 

   御坂地区  621 人  うち特定候補者  81 人(13.0％) 

   境川地区  390 人  うち特定候補者  43 人(11.08%) 

   八代地区  535 人  うち特定候補者  53 人(9.9％) 

   予備日    14 人  うち特定候補者   2 人(14.2％) 

    計   4,000 人  うち特定候補者 451 人(11.2％) 

 ○H21 65 歳以上健診(生活機能評価)実績 

   一宮地区  730 人(前期日程)後期日程 10/29･30  うち特定候補者 159 人(21.7％) 

   芦川地区   79 人 うち特定候補者 16 人(20.2％) 

   石和地区  879 人(前期日程)後期日程 11/4～6  うち特定候補者 172 人(19.5％) 

   春日居地区 551 人(前期日程)後期日程 11/18･19   うち特定候補者 121 人(21.9％) 

   御坂地区  前期日程 9/30～10/6(4 除く) 後期日程 11/10 

   境川地区  前期日程 10/7～10/10     後期日程 11/20 

   八代地区  前期日程 10/19～10/24 

 
 
児童課別添資料① 

①児童館の運営状況 
市内 ６箇所（うち 市直営４箇所、指定管理委託１箇所（社会福祉法人）、運営業務委託１箇所

（NPO））   
（単位：名） 

児童館名  ４月 
(25 日）

５月 
(23 日)

６月 
(26 日)

７月 
(26 日)

８月 
(25 日) 

９月 
(23 日) 合計 

月利用者数 837 720 755 599 557 504 3972春日居児童センター 
(運営・市直営) 一日平均利用者数 33.48 31.30 29.03 23.03 22.28 21.91 26.83

月利用者数 551 436 565 671 846 444 3513はなぶさふれあい児童館 
（運営・市直営） 一日平均利用者数 22.04 18.95 21.73 25.80 33.84 19.30 23.61

月利用者数 245 266 264 497 369 166 180７一宮児童館 
（運営・市直営） 一日平均利用者数 9.8 11.56 10.15 19.11 14.76 7.21 12.9

月利用者数 957 958 1310 1638 1343 679 6885御坂児童センター 
（運営・NPO） 一日平均利用者数 38.20 41.65 50.38 63.00 53.72 29.52 46.07

月利用者数 347 271 395 424 347 347 3513八代児童センター 
（運営・市直営） 一日平均利用者数 13.88 11.78 15.19 16.30 13.88 15.08 14.35

月利用者数 1371 1147 1962 1918 1107 1672 9177境川児童館 
（運営・社会福祉法人） 一日平均利用者数 54.84 49.86 75.46 73.76 44.28 72.69 61.81

月利用者数 4308 3798 5251 5747 4569 3812 27485 
合  計 

一日平均利用者数 172.32 165.13 201.96 221.03 182.76 165.73 184.82
 

児童課別添資料② 

①未納学童保育料の徴収状況 
月 調定額 徴収済額 未納額 徴収率（％）

平成２１年４～８月 7,961,000 7,791,000 170,000 ９７．８６

 
月 調定額 徴収済額 未納額 徴収率（％）

過年度分 836,000 36,000 800,000 ４．３１

 


